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１．業務状況  

水道は、市民が安心・安全に生活していくうえで欠かすことのできない施設であり、安定的かつ継

続的に供給する重要な役割を担っています。 

  当市の水道は、昭和 33 年に給水を開始して以来、拡張事業を重ねながら生活環境の向上や産業の

発展を支えてきました。 

平成 28 年度末における給水人口は 55,962 人となり、普及率は 99.41％でした。 

また、年間配水量 6,530,334 ㎥に対し、使用料算定の対象となった有収水量は 5,811,411㎥となり、

有収率は 88.99％でした。 
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千㎥ 配水量と有収水量の推移 

有収水量 配水量 有収率 

項目 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

① 行政区域内人口 55,185 人 55,391 人 55,951 人 56,293 人 

② 給水人口 54,599 人 54,908 人 55,476 人 55,962 人 

③ 給水件数 16,253 件 16,502 件 16,702 件 16,903 件 

④ 普及率（②／①） 98.94％ 99.13％ 99.15％ 99.41％ 

⑤ 年間配水量 6,367,651 ㎥ 6,514,376 ㎥ 6,561,938 ㎥ 6,530,334 ㎥ 

⑥ 年間有収水量 5,711,091 ㎥ 5,759,561 ㎥ 5,755,176 ㎥ 5,811,411 ㎥ 

⑦ 有収率（⑥／⑤） 89.69％ 88.41％ 87.71％ 88.99％ 
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２．決算状況 

 水道事業会計は、施設の運転・管理など水道事業の経営活動によって生じる収益的収支と、水道施

設の整備・改修などの建設事業に必要な資本的収支に分かれています。 

 収益的収支（税抜）は、水道事業収益が 1,444,608,775 円（1.12％減）、水道事業費用が 1,210,976,542

円(2.40%減)となり、当年度純利益は 233,632,233 円となりました。                         

 

 

給水収益 1,156,274  
長期前受金戻入益 

254,779  

その他 33,556  

維持管理費 722,026  
減価償却費等 

454,264  

支払利息等 34,687 

純利益 233,632  

0 500,000 1,000,000 1,500,000

費用 

収益 

千円 

項目 平成28年度決算額 平成27年度決算額 比較増減 増減率 

給水収益 1,156,273,910 円 1,147,929,540 円 8,344,370 円 0.73% 

受託工事収益 4,154,880 円 1,952,051 円 2,202,829 円 112.85% 

その他営業収益 24,306,436 円 21,642,078 円 2,664,358 円 12.31% 

受取利息及び配当金 3,977,474 円 5,883,047 円 △1,905,573 円 △32.39% 

長期前受金戻入益 254,779,067 円 282,739,919 円 △27,960,852 円 △9.89% 

雑収益 1,117,008 円 853,203 円 263,805 30.92% 

収益合計 1,444,608,775 円 1,460,999,838 円 △16,391,063 円 △1.12% 

維持管理費 722,026,195 円 713,227,957 円 8,798,238 円 1.23% 

減価償却費等 454,264,329 円 492,227,108 円 △37,962,779 円 △7.71% 

受託工事費 4,154,880 円 1,952,051 円 2,202,829 円 112.85% 

支払利息 28,765,409 円 31,332,352 円 △2,566,943 円 △8.19% 

雑支出 1,765,729 円 2,033,657 円 △267,928 円 △13.17% 

費用合計 1,210,976,542 円 1,240,773,125 円 △29,796,583 円 △2.40% 

当年度純利益 233,632,233 円 220,226,713 円 13,405,520 円 6.09% 

収益的収支 
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資本的収支（税込）は、資本的収入が 114,018,630 円（1.94%減）、資本的支出が 592,547,549 円

（26.69％増）となりました。 

なお、資本的収入額（翌年度の支出の財源に充当する額 193,353 円を除く）が資本的支出額に対し

不足する額 478,722,272 円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 27,665,118 円、減

債積立金 98,022,825 円、過年度分損益勘定留保資金 352,842,622 円、繰越工事資金 191,707 円で補

てんしました。 

 

 

 

   

 

 

工事負担金 21,696  

分担金  

74,847  

補助金 17,476  

補てん財源 
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494,525  
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項目 平成28年度決算額 平成27年度決算額 比較増減 増減率 

工事負担金 21,695,830 円 23,257,663 円 △1,561,833 円 △6.72% 

分担金 74,846,800 円 77,247,600 円 △2,400,800 円 △3.11% 

補助金 17,476,000 円 14,885,000 円 2,591,000 円 17.41% 

固定資産売却代金 0 円 888,221 円 △888,221 円 － 

資本的収入合計 114,018,630 円 116,278,484 円 △2,259,854 円 △1.94% 

建設改良費 494,524,724 円 372,268,154 円 122,256,570 円 32.84% 

企業債償還金 98,022,825 円 95,455,882 円 2,566,943 円 2.69% 

資本的支出合計 592,547,549 円 467,724,036 円 124,823,513 円 26.69% 

資本的収支不足額 478,528,919 円 351,445,552 円 127,083,367 円 36.16% 

資本的収支 
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３．経営の状況 

（１）給水収益 

   給水収益は 1,156,273,910 円となり、前年度と比較して 8,344,370 円（0.73%）増加しました。 

 

  

  

（２）企業債元利償還金 

    28 年度においては満期を迎える借入がなかったため、27 年度と同額の償還額となりました。

平成 21 年度以降は、企業債の借入を行っておらず、順次満期を迎えていくため、今後も、元利

償還額は減少していく予定です。 
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 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

給水収益 1,138,280 千円 1,138,923 千円 1,147,930 千円 1,156,274 千円 

元利償還金は今後も減少予定 

ほぼ同水準で推移 



5 

 

 

（３）企業債残高 

   企業債は、償還（元金）を 98,022,825 円行い、年度末残高は 1,185,950,300 円となりました。 
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企業債残高 1,500,983,153 1,379,429,007 1,283,973,125 1,185,950,300

単位：千円 
企業債残高の推移 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

企業債残高 1,500,983 千円 1,379,429 千円 1,283,973 千円 1,185,950 千円 

３年間で約３億２千万円削減 
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（６）経営の指標 

   供給単価は、給水収益を年間有収水量で除して算出した１㎥当たりの収益を表しています。また、

給水原価は、有収水量１㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを表しています。給

水に係る費用を料金収入でどれだけ賄えているかを示す、料金回収率は 121.46%となりました。 
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供給単価 給水原価 料金回収率 

維持管理費, 

116.29円 , 71% 

企業債利息,  

4.95円 , 3% 

減価償却費, 

 31.75円 , 19% 

職員給与費, 

 10.83円,7% 給水原価の内訳 

（163.82円/㎥） 

 

維持管理費 

企業債利息 

減価償却費 

職員給与費 

項目 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

供給単価(円/㎥） 199.31 円 197.74 円 199.46 円 198.97 円 

給水原価(円/㎥) 192.00 円 162.27 円 166.13 円 163.82 円 

料金回収率 103.81% 121.86% 120.06% 121.46% 



経営の指標

経常収支比率（％）

【算式】

（営業収益＋営業外収益）÷

（営業費用＋営業外費用）×１００

【説明】

特別損益を除く経常的な活動における収支を示した指標である。１００％を超えて比率が高いほど経営成績は良好といえる。

累積欠損比率（％）

【算式】

当年度未処理欠損金÷

（営業収益－受託工事収益）×１００

【説明】

営業収益に対する累積欠損金の状況を表す指標である。累積欠損金が発生していないことを示す０％であることが求められる。

流動比率（％）

【算式】

流動資産÷流動負債×１００

【説明】

短期債務に対する支払能力を示した指標である。１００％を下回っていると不良債務が発生していることになる。

流動負債には建設改良費等に充てられた企業債が含まれる。

企業債残高対給水収益比率（％）

【算式】

企業債現在高 ÷給水収益

【説明】

給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標である。

経費回収率（％）

【算式】

供給単価÷給水原価

【説明】

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標であり、料金水準等を評価することが可能である。

給水原価（円/㎥）

【算式】

（経常費用-受託工事費-長期前受金戻入益)

÷年間有収水量

【説明】

美濃加茂市 類似団体平均

102.57% 312.03%

美濃加茂市 類似団体平均

121.46% 107.81%

美濃加茂市 類似団体平均

163.82 158.31

有収水量１㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを表す指標である。

0.00% 0.00%

美濃加茂市 類似団体平均

684.53% 473.74%

美濃加茂市

119.29%

類似団体平均

113.13%

美濃加茂市 類似団体平均
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施設利用率（％）

【算式】

一日平均配水量÷一日配水能力

【説明】

有収率（％）

【算式】

年間有収水量÷年間配水量

【説明】

有形固定資産減価償却率（％）

【算式】

有形固定資産減価償却累計額÷

有形固定資産(償却対象資産)の帳簿原価

【説明】

管路経年化率（％）

【算式】

法定耐用年数を経過した管渠延長÷

管路延長

【説明】

法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度合いを示している。

管路更新（％）

【算式】

当該年度に更新した管路延長÷管路延長

【説明】

当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況が把握できる。

類似団体平均

3.00% 10.93%

美濃加茂市 類似団体平均

美濃加茂市 類似団体平均

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合いを示している。

73.93% 62.29%

美濃加茂市 類似団体平均

0.71% 0.71%

美濃加茂市

一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標である。

88.99% 92.99%

美濃加茂市 類似団体平均

40.60% 46.89%

施設の稼働が収益につながっているかを判断する指標である。
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